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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
 平成19年６月28日に提出いたしました第84期（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告
書の記載事項に一部訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出す
るものであります。 
  

２【訂正事項】 
  第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 
３ 対処すべき課題 

  
第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 
  
３【訂正箇所】 
  訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。 
  
  

第一部【企業情報】 
第２【事業の状況】 

３【対処すべき課題】 
（訂正前） 
＜略＞ 

  
（訂正後） 
＜略＞ 

会社の支配に関する基本方針 
  
（１） 当社の企業価値向上の取り組みについて 
当社は、「バイオから宇宙まで」のキャッチフレーズのもと、総合化学企業として地球との共生と、地球環境に
やさしく、をコンセプトに事業を展開しております。 
 今年創立70周年を迎える歴史の中で、事業ポートフォリオの入れ替えも実施してまいりました。現在は油化・
化成・化薬・食品を基幹４事業、ライフサイエンス・電材・ＤＤＳ（薬物伝送システム）を新規開発３事業と位
置付けた体制で事業展開しております。 
 現在2007年度を最終年度とする中期３カ年経営計画のもと、高機能潤滑油や電子材料分野向けの脂肪酸誘導体
製品、機能性ポリマー・フィルム他の機能性化学製品、健康関連製品等成長性の高い製品、および新規３事業製
品の市場開拓と研究開発に積極的に取り組んでおります。業績は順調に推移中であり、財務基盤も強化されてき
ました。また、一昨年のＤＤＳ新工場、昨年末の反射防止フィルム第４塗工設備、および中国における有機過酸
化物と脂肪酸エステル工場の建設等、生産設備の増強にも注力し、今後一層の飛躍を目指す態勢を整えておりま
す。 
 更なる経営効率の向上を図るため、昨年４月に当社および連結子会社３社を対象に基幹系業務統合システムを
立ち上げ、残る連結子会社への導入を推進中であります。 
 永年培ってきた多様な固有技術を含む有形・無形の経営資源が一体となって、当社の企業価値を創造している
と考えております。従って、これらの経営資源を十分理解し最大限有効に活用して、安定的かつ持続的な企業価
値の更なる向上を目指すことが、株主の皆様の共同の利益に資するものと考えます。 

  
（２） 当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）について 

当社は、平成19年３月26日開催された当社取締役会において、特定株主グループの議決権割合を20％以上とす
ることを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる
当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開
買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる
買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に対する対応方針（以下、「本対応方針」といいます）
を、決議しました。なお、本対応方針に対しまして、当社監査役４名はいずれも、本対応方針の具体的運用が適
正に行われることを条件として、本対応方針に賛成する旨の意見を述べております。 

  
（３） 大規模買付ルールの内容 

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、（イ）事前に大規模買付者は当社取締役会に対して必要かつ
十分な情報を提供し、（ロ）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、と
いうものです。 

具体的には、まず、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断及び取締役会としての
意見形成のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）を提供していただきます。本必要
情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部
は以下のとおりです。 
（イ）大規模買付者及びそのグループの概要（大規模買付者の事業内容、当社の事業と同種の事業についての経
験等に関する情報を含みます。） 



（ロ）大規模買付行為の目的および内容 
（ハ）当社株式の取得対価の算定根拠および取得資金の裏付け 
（ニ）当社の経営に参画した後に想定している経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用
策等（以下、「買付後経営方針等」といいます。） 
（ホ）当社及び当社グループの役員、従業員、取引先、顧客、地域社会、その他利害関係者と当社及び当社グル

ープとの関係について、当社の経営に参画した後に予定する変更の有無及びその内容 
（へ）上記（ニ）及び（ホ）が、当社及び当社グループの企業価値を安定的かつ持続的に向上させることの根拠 

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住
所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先および提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルー
ルに従う旨の意向表明書をご提出いただくこととし、当社は、かかる意向表明書受領後10営業日以内に、大規模
買付者から当初提供していただくべき本必要情報のリストを大規模買付者に交付します。なお、当初提供してい
ただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対
して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会
に提供された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、適切と判断する
時点で、その全部又は一部を開示します。 

次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要
情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）
または90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案の
ための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従って、大規
模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会
は独立の外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会として
の意見を慎重にとりまとめ、公表します。評価期間の延長が必要な場合には、延長する理由と期間をすみやかに
公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社
取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。 

  
（４） 大規模買付行為が為された場合の対応方針 
（イ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で
あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を掲示することにより、当社株主の
皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者の買付
提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意
見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。 

但し、大規模買付ルールを遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が明らかに濫用目的による
ものと認められ、その結果として会社に回復し難い損害をもたらすなど、株主共同の利益を著しく損なうと判
断される場合には、取締役の善管注意義務に基づき、例外的に新株予約権の発行等、会社法その他の法律及び
当社定款が認める対抗措置をとることがあります。当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうか否
かの検討及び判断については、その判断の客観性及び合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買付者
の提供する買付後経営方針等を含む本必要情報に基づいて、外部専門家等の助言を得ながら当該大規模買付者
及び大規模買付行為の具体的内容（目的、方法、対象、取得対価の種類・金額等）や、当該大規模買付行為が
株主共同の利益に与える影響を検討し決定することとします。 

（ロ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 
大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何に関わら

ず、当社取締役会は、株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律及
び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。具体的にいかなる手段を講
じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。 

  
（５） 本対応方針の有効期限、継続及び廃止 

本対応方針は、平成19年３月26日に開催された当社取締役会の決議をもって同日より発効することとし、最初
の有効期限は、次回定時株主総会終了後、最初に開催される当社取締役会の終結の時までとします。なお、本対
応方針に関する株主の皆様のご意志を確認させていただくため、平成19年６月28日開催の定時株主総会の議案と
してお諮りした結果、本対応方針は承認されました。 

当社は取締役の任期を１年と定めておりますので、毎年の当社定時株主総会終了後、最初に開催される当社取
締役会において、本対応方針の継続または廃止の決定を行います。 
また、当社取締役会が、本対応方針の継続または廃止の決定を行った場合には、その概要を速やかに株主および
投資家の皆様へ開示します。 

  
  

第４【提出会社の状況】 
６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 
＜（1）～（5）略＞ 
（6）（7）（8）（9）（10）（11）記載無し。 

  
（訂正後） 



＜（1）～（5）略＞ 
  
（6）取締役の定数 

当社は、取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。 
（7）取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株
主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めております。 

（8）自己の株式の取得 
当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議によって市場
取引等により自己の株式を取得できる旨を定款に定めております。 

（9）取締役および監査役の責任免除 
当社は、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む）および監査役（監査役であった者を含
む）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。 

（10）中間配当 
当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株
式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

（11）株主総会の特別決議要件 
当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を
行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも
って行う旨を定款に定めております。 
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